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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
５８ＨＲＣ以上の硬さを有する冷間加工用金型の製造に供される鋼素材の製造方法であり
、前記冷間加工用金型の寸法に対応した大きさのプリハードン鋼材に切断されて使用され
る鋼素材の製造方法であって、
鋼塊を熱間加工して、鋼片を得る第１工程と、
前記第１工程で得た鋼片の表面には酸化被膜が形成されており、前記酸化被膜の少なくと
も一部が残存する鋼片に焼入れおよび焼戻しを実施して、硬さが５８ＨＲＣ以上であり、
断面組織中における円相当径で５μｍ以上の一次炭化物が２面積％以下である鋼素材を得
る第２工程と、
を備えることを特徴とする金型用鋼素材の製造方法。
【請求項２】
前記鋼素材の寸法は、厚み３００ｍｍ、幅７００ｍｍの寸法のプリハードン鋼材を切り出
せる寸法であることを特徴とする請求項１に記載の金型用鋼素材の製造方法。
【請求項３】
前記第２工程での鋼素材の硬さは、６０ＨＲＣ以上であることを特徴とする請求項１また
は２に記載の金型用鋼素材の製造方法。
【請求項４】
前記第２工程で実施する鋼片への焼入れは、前記第１工程で鋼塊を熱間加工して得た鋼片
に焼鈍を行ってから実施することを特徴とする請求項１ないし３のいずれかに記載の金型
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用鋼素材の製造方法。
【請求項５】
前記第２工程で実施する鋼片への焼入れは、前記第１工程で鋼塊を熱間加工して得た鋼片
に続けて実施する直接焼入れであることを特徴とする請求項１ないし３のいずれかに記載
の金型用鋼素材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、家電、携帯電話や自動車等の関連部品の成形に用いられる冷間加工
用金型において、該金型用鋼素材およびその製造方法、該金型用プリハードン鋼材の製造
方法に関するものである。そして、冷間加工用金型の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　板材の曲げ、絞り、抜きといったプレス成形等に用いられる冷間加工用金型は、その全
体の寸法に対応した鋼材を予め準備してから、この鋼材に穴あけや切削等の機械加工を行
うことで、金型の形状に整えられる。また、冷間加工用金型は、その使用時の耐摩耗性を
付与するために、金型作製時の焼入れ焼戻し処理によって所望の硬さに調整される。そし
て、最近の被成形材の高強度化によって、上記金型の焼入れ焼戻し硬さには５８ＨＲＣ以
上、更には６０ＨＲＣ以上の高硬度が求められている。
【０００３】
　５８ＨＲＣ以上にも及ぶ高硬度の金型を製造する場合、前記高硬度に調整された後の鋼
材を金型形状に機械加工することは容易でない。よって、通常、高硬度の冷間加工用金型
の製造工程は、硬さの低い焼鈍状態の鋼材を最終の金型形状に近い形状にまで粗機械加工
してから、焼入れ焼戻し処理を実施している。そして、焼入れ焼戻し処理後には、該処理
で生じた変形を修正するため等の仕上げ機械加工を施して、最終の金型形状に整えられて
いる（特許文献１～３）。
【０００４】
　金型の製作に用いられる上記鋼材は、ハンドリングを容易にして、かつ、次工程である
切削加工での削り代を少なくするために、鋼素材を金型寸法に対応した丁度よい大きさに
調整して提供される。そして、その丁度よい大きさへの調整は、専ら切断によって行われ
る。つまり、鋼塊に分塊圧延や鍛造等の熱間加工を行って得たスラブ、ブルーム、ビレッ
ト等の大型の鋼片を鋼素材として、この鋼素材を帯鋸や丸鋸等の鋸刃によって個々の鋼材
に切断する工程である。そして、熱間加工後の鋼素材（つまり、鋼片）は、通常、焼入れ
焼戻し前の硬度の低い焼鈍状態にあるので、上記の切断は容易である。
【０００５】
　ところで、上記の冷間加工用金型の製作工程において、最近、その工数を短縮するため
に、プリハードン鋼材の使用が増えている（特許文献４～１０）。プリハードン鋼材とは
、予め所望の硬さに焼入れ焼戻しされた鋼材であり、その硬さにおいて穴あけや切削等の
機械加工性を向上した鋼材である。プリハードン鋼材を使用すれば、これを最終の金型形
状にまで一括して機械加工した後には、焼入れ焼戻しの必要がないので、仕上げ機械加工
を省略することができる。
【０００６】
　プリハードン鋼材も、焼鈍状態で供給される上記鋼材と同様、鋼素材を切断して得られ
る。そして、プリハードン化のための焼入れ焼戻しは、焼鈍状態にある鋼素材（鋼片）を
個々の鋼材に切断してから実施すること以外に、切断前の鋼素材の時点で、その全体に実
施しておくことが提案されている（特許文献１１、１２）。この場合、全体がプリハード
ン化された鋼素材を、個々の鋼材に切断することとなる。この事前にプリハードン化され
た鋼素材は、全体が一括して焼入れ焼戻しされたものであるから、これを個々の鋼材に切
断することで、例えば機械的特性のばらつきが少ない複数個の鋼材を一度に得ることがで
きる。また、鋼素材メーカーから鋼素材の供給を受けて、この鋼素材を鋼材に切断し、機
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械加工して金型を作製する金型メーカー側においては、焼入れ焼戻しを実施する必要がな
いので、熱処理の設備や手間を省略することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００９－１３２９９０号公報
【特許文献２】特開２００６－１９３７９０号公報
【特許文献３】特開２００２－０１２９５２号公報
【特許文献４】国際公開第２０１２／０４３２２８号パンフレット
【特許文献５】国際公開第２０１２／１１５０２４号パンフレット
【特許文献６】国際公開第２０１２／１１５０２５号パンフレット
【特許文献７】特開２００８－１８９９８２号公報
【特許文献８】特開２００１－３１６７６９号公報
【特許文献９】特開２００５－２７２８９９号公報
【特許文献１０】特開２００１－１０７１８１号公報
【特許文献１１】特開２００６－１５０４８７号公報
【特許文献１２】特開２００１－１２９７２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　事前にプリハードン化された鋼素材を切断する場合、鋼素材の硬度が高いと、切断は容
易でない。この切断に関係しては、切断工具の鋸刃を改良して耐久性を持たせたことで、
プリハードン化された金型用鋼素材の切断を容易にする手法が提案されている（特許文献
１１、１２）。しかし、この手法であっても、切断できるプリハードン鋼材の硬さは高々
３５ＨＲＣ程度である。
　一方、冷間加工用金型の用途においては、焼入れ焼戻しによって５８ＨＲＣ以上、更に
は６０ＨＲＣ以上の高硬度を達成できるプリハードン鋼材が多く提案されている。しかし
、これらの高硬度プリハードン鋼材を用いる場合、高硬度（５８ＨＲＣ以上）に調整して
から鋼素材を切断し、その後機械加工して金型を得るという冷間加工用金型の製造方法は
用いられていなかった。
【０００９】
　本発明の目的は、５８ＨＲＣ以上の高硬度において切断性に優れた鋼素材およびその製
造方法を提供することである。そして、このような鋼素材を確立することで、この事前に
プリハードン化された鋼素材から直接にプリハードン鋼材を製造する方法と、このプリハ
ードン鋼材を得て、これを機械加工する冷間加工用金型の製造方法を提供することである
。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者は、焼入れ焼戻しによって５８ＨＲＣ以上の高硬度を達成できる様々な鋼素材
について、その切断性に影響を及ぼす要因を調査した。その結果、５８ＨＲＣ以上の高硬
度を付与するために利用されてきた様々な合金設計の手法において、特に組織中に炭化物
を付与する手法は切断性を劣化させることを知見した。そして、５８ＨＲＣ以上の高硬度
を達成できた上では、特定の炭化物量を規制した鋼素材であれば、各種鋸刃等による従来
の切断条件に特段の改良を施さなくても切断が可能であることを突きとめ、本発明に到達
した。
【００１１】
　すなわち、本発明は、５８ＨＲＣ以上の硬さを有する冷間加工用金型の製造に供される
鋼素材であり、前記冷間加工用金型の寸法に対応した大きさのプリハードン鋼材に切断さ
れて使用される鋼素材であって、
該鋼素材は、焼入れおよび焼戻しされた組織を有し、硬さが５８ＨＲＣ以上であり、断面
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組織中における円相当径で５μｍ以上の一次炭化物が２面積％以下であることを特徴とす
る金型用鋼素材である。前記鋼素材の硬さは、６０ＨＲＣ以上であることが好ましい。
【００１２】
　そして、本発明は、５８ＨＲＣ以上の硬さを有する冷間加工用金型の製造に供される鋼
素材の製造方法であり、前記冷間加工用金型の寸法に対応した大きさのプリハードン鋼材
に切断されて使用される鋼素材の製造方法であって、
鋼塊を熱間加工して、鋼片を得る第１工程と、
前記第１工程で得た鋼片に焼入れおよび焼戻しを実施して、硬さが５８ＨＲＣ以上であり
、断面組織中における円相当径で５μｍ以上の一次炭化物が２面積％以下である鋼素材を
得る第２工程と、
を備えることを特徴とする金型用鋼素材の製造方法である。
【００１３】
　また、本発明は、５８ＨＲＣ以上の硬さを有する冷間加工用金型の製造に供されるプリ
ハードン鋼材の製造方法であって、
鋼塊を熱間加工して、鋼片を得る第１工程と、
前記第１工程で得た鋼片に焼入れおよび焼戻しを実施して、硬さが５８ＨＲＣ以上であり
、断面組織中における円相当径で５μｍ以上の一次炭化物が２面積％以下である鋼素材を
得る第２工程と、
前記第２工程で得た鋼素材を切断して、冷間加工用金型の寸法に対応した大きさのプリハ
ードン鋼材を得る第３工程と、
を備えることを特徴とする金型用プリハードン鋼材の製造方法である。
【００１４】
　さらに、本発明は、５８ＨＲＣ以上の硬さを有する冷間加工用金型の製造方法であって
、
鋼塊を熱間加工して、鋼片を得る第１工程と、
前記第１工程で得た鋼片に焼入れおよび焼戻しを実施して、硬さが５８ＨＲＣ以上であり
、断面組織中における円相当径で５μｍ以上の一次炭化物が２面積％以下である鋼素材を
得る第２工程と、
前記第２工程で得た鋼素材を切断して、冷間加工用金型の寸法に対応した大きさのプリハ
ードン鋼材を得る第３工程と、
前記第３工程で得たプリハードン鋼材を金型の形状に機械加工して、冷間加工用金型を得
る第４工程と、
を備えることを特徴とする冷間加工用金型の製造方法である。
【００１５】
　上記本発明において、前記第２工程での鋼素材の硬さは６０ＨＲＣ以上であることが好
ましい。また、前記第２工程で実施する鋼片への焼入れは、前記第１工程で鋼塊を熱間加
工して得た鋼片に焼鈍を行ってから実施することが可能である。または、前記第２工程で
実施する鋼片への焼入れは、前記第１工程で鋼塊を熱間加工して得た鋼片に続けて実施す
る直接焼入れとすることも可能である。
【００１６】
　上記本発明は、前記第１工程から第４工程までを備えることに加えて、さらに、前記第
４工程で得た冷間加工用金型の表面に、表面処理を実施する第５工程と、を備えることが
できる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、事前に５８ＨＲＣ以上の高硬度にプリハードン化した鋼素材から鋼材
を切り出せることによって、例えば機械的特性のばらつきが少ない複数個のプリハードン
鋼材を一度に得ることができる。また、これらのプリハードン鋼材を用いることで、これ
を機械加工して得た金型には焼入れ焼戻しを省略することができる。したがって、５８Ｈ
ＲＣ以上の高硬度を有した冷間加工用金型の機械的特性を安定化して、かつ、その総合的
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な製造効率を向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】実施例１において、本発明例および比較例に係る切断前の鋼素材である試験片Ｎ
ｏ．１～４の断面組織中に分布する一次炭化物の一例を示すミクロ組織写真である。
【図２】実施例１において、前記試験片Ｎｏ．１～４を切断した後の鋸刃の逃げ面の一例
を示す図面代用写真である。
【図３】実施例２において、本発明例に係る切断前の鋼素材である試験片Ｎｏ．５－Ａ、
５－Ｂの断面組織中に分布する一次炭化物の一例を示すミクロ組織写真である。
【図４】実施例２において、前記試験片Ｎｏ．５－Ａ、５－Ｂを切断した後の鋸刃の逃げ
面の一例を示す図面代用写真である。
【図５】実施例１、２において、前記試験片Ｎｏ．１～５（Ａ、Ｂ）を切断した後の鋸刃
の逃げ面に生じた摩耗の面積を示すグラフ図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明の特徴は、鋼素材の切断性を劣化させている直接的な要因が、組織中の特定の炭
化物にあることを突きとめた点にある。そして、その特定の炭化物に係る分布状態を最適
に調整したことで、５８ＨＲＣ以上の高硬度の鋼素材であっても切断を容易に行うことが
でき、プリハードン鋼材を用いた冷間加工用金型の総合的な製造効率を向上できる点にあ
る。以下、本発明の鋼素材から、金型用プリハードン鋼材を経て、冷間加工用金型に至る
までの製造方法について説明する。
【００２０】
（１）第１工程：鋼塊を熱間加工して、鋼片を得る。
　第１工程は、鋼塊の鋳造組織を改善すること等を目的として、鋼塊を熱間加工する工程
である。そして、第１工程は、従来の方法等に従うことができる。例えば、鋼塊を得る手
法は、インゴットケースを使用した普通造塊法の他に、連続鋳造法や、一旦鋳造後の鋼塊
に実施する真空アーク再溶解法やエレクトロスラグ再溶解法等、その手法を問わない。そ
して、熱間加工は、分塊圧延や鍛造等によって、鋼塊をスラブ、ブルーム、ビレット等の
鋼片の形状に整えるものである。なお、前記鋼塊や鋼片には、例えば後述するような、一
定の温度および時間で保持する均熱処理（ソーキング処理）を、必要に応じて行ってもよ
い。
【００２１】
（２）第２工程：前記第１工程で得た鋼片に焼入れおよび焼戻しを実施して、硬さが５８
ＨＲＣ以上であり、断面組織中における円相当径で５μｍ以上の一次炭化物量が２面積％
以下である鋼素材を得る。
　第２工程は、第１工程で得た鋼片を後述する第３工程で切断する前に、その鋼片を予め
プリハードン化しておくことで、所望される金型の硬度に事前に調整された鋼素材を得る
工程である。そして、この鋼素材に優れた切断性を付与するための、本発明にとっての重
要な工程である。
【００２２】
　冷間加工用金型の用途において、焼入れ焼戻しによって５８ＨＲＣ以上、更には６０Ｈ
ＲＣ以上の高硬度を達成できるプリハードン鋼材が求められていることは、上述の通りで
ある。そして、このプリハードン鋼材を得るために、５８ＨＲＣ以上に調整した従来の鋼
素材を切断すると、切断工具の刃部には摩耗や欠け等の損耗が進んで、かつ、切断抵抗も
大きかった。切断工具の刃部の損耗が進むと、切断工具本来の切断能が失われて、切断後
の切断ラインが曲がってしまう「切り曲がり」が発生する。そして、この切り曲がりが過
度に大きくなると（一般的には、所望の切断ラインに対して１ｍｍを超えると）、切断面
の平坦度が損なわれて、後工程で余計かつ大幅な形状修正が必要となり得て、金型の生産
性が低下する。さらに、切断抵抗が著しく大きくなると、切断機のモーターに過大な負荷
が掛かる。その結果、切断が中断に至ると、切断機のメンテナンスに余計な工数が掛かっ
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て、やはり金型の生産性を著しく阻害する。
【００２３】
　そこで、本発明者は、５８ＨＲＣ以上に調整された鋼素材について、その切断性の劣化
要因を調査した。その結果、切断性を劣化させている直接的要因は、その５８ＨＲＣ以上
という硬度の値自体ではなくて、その焼入れ焼戻し後の組織中に多く分布している粗大な
一次炭化物であることを突きとめた。つまり、鋼素材中の一次炭化物は、鋼素材を切断す
る切断工具の刃部を構成する超硬合金や硬質皮膜に匹敵する硬度を有するため、切断中の
刃部の損耗に直接的に影響する。そして、一次炭化物の中でも、光学顕微鏡による観察で
大きさを確認できる程の、大きさが数十ミクロンにも及ぶ粗大な一次炭化物は、刃部に及
ぼす損耗の程度が特に大きい。したがって、本発明の鋼素材では、上記組織中に占める粗
大な一次炭化物の面積量を低減すれば、５８ＨＲＣ以上の硬度を有した鋼素材であっても
、その切断性を向上させることができる。そして、具体的には、５８ＨＲＣ以上の硬度を
有する鋼素材の断面組織中において、円相当径が５μｍ以上の一次炭化物を２面積％以下
にすれば、切り曲がりや切断抵抗の増加を抑制でき、切断性を向上することができる。好
ましくは１．５面積％以下、より好ましくは１面積％以下である。円相当径が５μｍ以上
の一次炭化物は、刃部に及ぼす損耗の程度が特に大きい。そして、この円相当径の一次炭
化物の面積率が２面積％を超えると、切断工具の刃部に進む損耗が顕著になる。
【００２４】
　本発明の鋼素材は、切断性に優れることから、その切断前の鋼素材の時点で大きさに制
約を受けない。したがって、本発明の鋼素材の寸法は、自動車関連部品等を成形するため
の大型のプレス金型用鋼材等にも対応できるような、厚み３００ｍｍ、幅７００ｍｍの寸
法にも及ぶ鋼材を切り出せるほどの大型にすることができる。
【００２５】
　本発明の鋼素材の上記一次炭化物の面積率は、例えば、前記第１工程で得た鋼片に実施
する焼入れや、必要に応じて実施する固溶化熱処理等で得ることができる。固溶化熱処理
によって、粗大な一次炭化物を基地中に固溶させることができる。また、前記第１工程に
おいて、熱間加工前の鋼塊や熱間加工の途中の鋼塊に前記均熱処理等を実施することで、
得ることができる。そして、粗大な一次炭化物を低減した本発明の鋼素材（すなわち、こ
れを切断して得たプリハードン鋼材）の成分組成は、その焼入れ焼戻し後の硬度を５８Ｈ
ＲＣ以上に維持できる等の点において、従来提案されている冷間ダイス鋼のものを適用で
きる。そして、本発明においては、以下に調整することが好ましい。
【００２６】
　Ｃは、鋼中に固溶し、かつ、鋼中の炭化物形成元素と炭化物を形成して、冷間加工用金
型に５８ＨＲＣ以上の硬度を付与する重要な元素である。しかし、過多に含有すると、組
織中に粗大な一次炭化物が増加して、鋼素材の切断性が低下する。また、冷間加工用金型
の表面にＰＶＤ（物理蒸着法）による表面被覆処理を実施する場合は、その表面被覆処理
性が低下する。したがって、Ｃの含有量は０．６質量％以上が好ましく、また、１．２質
量％以下が好ましい。
【００２７】
　Ｃｒは、上記Ｃと一次炭化物であるＭ７Ｃ３炭化物を形成することで、冷間加工用金型
に硬度を付与する。そして、５８ＨＲＣ以上の高硬度の達成のためには、３．０質量％以
上の添加が好ましい。しかし、過多に添加すると、粗大な一次炭化物量が増加して、鋼素
材の切断性が低下するので、９．０質量％以下が好ましい。より好ましくは７．０質量％
以下であり、さらに好ましくは５．０質量％以下である。
【００２８】
　Ｖ、Ｎｂは、焼入れ焼戻し後の組織中に一次炭化物であるＭＣ炭化物を形成して、５８
ＨＲＣ以上の冷間加工用金型の硬度を達成するのに効果的な元素である。しかし、一次炭
化物の中でもＭＣ炭化物は非常に硬い。よって、Ｖ、Ｎｂを過多に含有すると、ＭＣ炭化
物が多く形成されて、鋼素材の切断性が著しく低下する。また、ＶとＮｂは、上記の点に
おいて同様の効果を有するが、その効果の程度は、同一の含有量において、ＶのそれがＮ
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ｂの概ね半分である。したがって、これらの含有量は（Ｎｂ＋１／２Ｖ）の関係で総合的
に扱うことができる。そして、その（Ｎｂ＋１／２Ｖ）の関係式で、ＶおよびＮｂの１種
または２種を１．０質量％以下含有することが好ましい。より好ましくは０．８質量％以
下である。
　以上をもって、本発明の鋼素材（プリハードン鋼材）の成分組成は、質量％で、Ｃ：０
．６～１．２％、Ｃｒ：３．０～９．０％を含有し、選択的にはＶおよびＮｂの１種また
は２種を（Ｎｂ＋１／２Ｖ）の関係式で１．０質量％以下含有することを基本とする冷間
ダイス鋼の成分組成であることが好ましい。
【００２９】
　その他、本発明の鋼素材（プリハードン鋼材）は、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｍｏ、Ｗ等を添加して
もよい。Ｍｎは、鋼中に固溶して、焼入れ性を付与するのに効果的な元素である。Ｓｉは
、鋼中に固溶して、硬さを付与するのに効果的な元素である。Ｍｏ、Ｗは、微細な炭化物
を形成して、焼戻し硬さを付与するのに効果的な元素である。さらに、本発明の鋼素材（
プリハードン鋼材）は、Ａｌ、Ｓ、Ｎｉ、Ｃｕ等を添加することもできる。ＡｌおよびＳ
は、後述する第４工程において、５８ＨＲＣ以上に調整されたプリハードン鋼材を機械加
工するときの機械加工性の向上に寄与する。また、Ａｌ、Ｎｉ、Ｃｕは、冷間加工用金型
の硬度や靱性の向上に寄与する。さらに、一次炭化物の微細分散化のために、適当量のＣ
ａ、Ｔｉ、Ｚｒ、希土類金属等を添加することもできる。本発明の鋼素材（プリハードン
鋼材）の成分組成には、例えば、特許文献５、６に係る冷間工具鋼の成分組成を適用する
ことができる。
【００３０】
　また、本発明の鋼素材は、硬度が低いゆえに切断が容易である焼鈍状態を経る必要がな
い。よって、第２工程で実施する鋼片への焼入れには、前記第１工程で鋼塊を熱間加工し
て得た鋼片に焼鈍を行ってから実施すること以外に、前記第１工程で鋼塊を熱間加工して
得た鋼片に続けて実施する「直接焼入れ」を適用することができる。そして、焼入れ後に
は、焼戻しを行うことによって、５８ＨＲＣ以上の高硬度を有した鋼素材を製造すること
ができるので、通常、熱間加工後の鋼片に実施される焼鈍工程を省略することができる。
【００３１】
（３）第３工程：前記第２工程で得た鋼素材を切断して、冷間加工用金型の寸法に対応し
た大きさのプリハードン鋼材を得る。
　第３工程で実施する鋼素材の切断には、特別の工夫を要しない。従来の切断方法等に従
って、例えば帯鋸や丸鋸等の鋸刃によって、鋼素材を個々の要望に適した寸法のプリハー
ドン鋼材に切断すればよい。通常、熱間加工後の鋼片表面には硬質の酸化皮膜が形成され
ている。しかし、この酸化被膜が鋼素材の切断性に与える影響は小さいものである。した
がって、本発明においては、鋼素材の切断時に、切断機への鋼素材の位置決めを正確に行
う等の目的を除いて、上記酸化被膜の全部を除去しなくてもよい。そして、前記第２工程
で焼入れ前に除去しておく必要もないから、焼入れには上記直接焼入れを適用することが
できる。
【００３２】
（４）第４工程：前記第３工程で得たプリハードン鋼材を金型の形状に機械加工して、冷
間加工用金型を得る。
　既に個々の冷間加工用金型の寸法に切断された後の「プリハードン鋼材」の時点におい
て、本発明に係るプリハードン鋼材を、従来のプリハードン鋼材と区別して取り扱う必要
はない。したがって、第４工程以降では、従来の機械加工等によって、プリハードン鋼を
冷間加工用金型の形状に仕上げればよい。金型用鋼材にプリハードン鋼材を用いることに
よって、これを最終の金型形状にまで一括して機械加工した後には、焼入れ焼戻しに起因
する熱処理変形の心配がないから、仕上げ機械加工を省略することができる。
【００３３】
（５）第５工程：必要であれば、前記第４工程で得た冷間加工用金型の表面に、表面処理
を実施する。
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　これについても、所望の形状に仕上げた後の「冷間加工用金型」の時点において、本発
明に係る冷間加工用金型を、従来の冷間加工用金型と区別して取り扱う必要はない。した
がって、必要であれば、従来の表面処理方法等によって、冷間加工用金型の表面に、窒化
層や酸化層などを形成する表面硬化処理や、ＰＶＤ、ＣＶＤ（化学蒸着法）等による各種
の硬質皮膜、潤滑皮膜等を形成する表面被覆処理等を、実施すればよい。
【実施例１】
【００３４】
　表１の成分組成を有した鋼塊Ｎｏ．１～４を作製した。
【００３５】
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【表１】

【００３６】
　次に、これらの鋼塊に鍛造比が１０程度の熱間鍛造を行って、鋼片を得た。そして、鋼
片を冷却後、８６０℃で焼鈍した。そして、焼鈍後の鋼片から、切断性を評価するための
試験片（つまり、切断前の鋼素材）Ｎｏ．１～４を作製した。試験片の寸法は、長さ５０
０ｍｍ（上記鍛造による展伸方向である）、幅３００ｍｍ、厚さ７５～１５０ｍｍとした
。試験片の表面は、５００ｍｍ×３００ｍｍの２面を除いた４面を研削して、前記４面の
酸化膜を除去した。そして、前記研削後に、１０３０℃からの空冷による焼入れ処理と、
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５００～５４０℃で２回の焼戻し処理を実施して、６０ＨＲＣの狙い硬度に調整した。
【００３７】
　そして、試験片Ｎｏ．１～４の組織中に分布する一次炭化物を評価した。まず、試験片
の長さ方向（展伸方向）に対して平行である１５ｍｍ×１５ｍｍの断面を指定して、この
断面を、ダイヤモンドスラリーを用いて鏡面に研磨した。次に、この断面組織を観察した
ときの一次炭化物と基地との境界が明瞭になるように、１０％ナイタールを用いて前記断
面を腐食した。そして、この腐食後の断面を倍率２００倍の光学顕微鏡で観察して、８７
７μｍ×６６１μｍの領域でなる１視野を２０視野撮影した。図１は、試験片Ｎｏ．１～
４のそれぞれの断面を撮影した組織写真の一例である（一次炭化物は、白色の分布で示さ
れている）。そして、この組織写真を画像処理することで、断面組織中に観察される円相
当径が５μｍ以上の一次炭化物を抽出し、該断面組織中に占める一次炭化物の面積率を２
０視野分の平均値として求めた。
【００３８】
　そして、一次炭化物の分布状況を測定した後の試験片に対して、鋸刃による切断試験を
実施して、その切断性を評価した。切断機には、株式会社アマダ製の鋸切断機ＰＣＳＡＷ
５３０ＡＸを用いた。そして、鋸刃には、同社コーティング超硬合金製バンドソーブレー
ドＡＸＣＥＬＡ　Ｇ－ＮＢＮ３Ｎを用いた。切断条件は、切削率１６ｃｍ２／ｍｉｎ、鋸
速５０ｍ／ｍｉｎ、送り５ｍｍ／ｍｉｎとした。
【００３９】
　切断性の評価は、以下の手順により行った。まず、未使用の鋸刃を鋸切断機にセットし
た状態で、鋸刃の外観をマイクロスコープによって観察して、鋸刃に欠け等のないことを
確認した。次に、ならし運転として、ＪＩＳ－ＳＫＤ１１相当鋼の焼鈍材（硬さ２０ＨＲ
Ｃ）を累積切断面積が２０００ｃｍ２に達するまで切断した。切断条件は、上記と同じと
した。そして、ならし運転後の鋸刃の外観を再度観察して、鋸刃に摩耗や欠けが殆どない
ことを確認した後に、上記試験片の切断試験を実施した。尚、これを試験片毎に実施した
。切断試験は、累積切断面積が４５００ｃｍ２に達するまでを目標にして、連続して切断
を行うものとし、累積切断面積が３００ｃｍ２に達した毎に、切り曲がりを測定した。こ
こで、切り曲がりは、鋸全長の両端を結んだ直線（すなわち、所望の切断ライン）に対す
る、切断中の該直線と鋸刃（すなわち、実際の切断ライン）との隙間量（鋸刃のたわみ量
）に反映されている。よって、本実施例では、前記切り曲がりの測定は、切断中の前記隙
間量の測定に替えて、その最大および平均の隙間量（切り曲がり）を測定した。最大の隙
間量とは、累積切断面積が３００ｃｍ２に達した毎に測定して得た複数の最大隙間量のう
ちで、最も値の大きい隙間量である。平均の隙間量とは、前記複数の最大隙間量を平均し
た隙間量である。切り曲がりの測定結果を、上記試験片の硬度および一次炭化物の面積率
と共に、表２に示す。
【００４０】
【表２】

【００４１】
　本発明例である試験片Ｎｏ．１、２は、その焼入れ焼戻し後の組織中において円相当径
が５μｍ以上の一次炭化物が２面積％以下であった。そして、５８ＨＲＣ以上の高硬度の
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状態において、切断時の切り曲がりが最大値でも１ｍｍ未満に抑えられて、かつ、４５０
０ｃｍ２の累積切断面積も達成され、良好な切断性を示した。これに対して、比較例であ
る試験片Ｎｏ．３は、上記一次炭化物の面積率が２面積％を超えていた。そして、５８Ｈ
ＲＣ以上の高硬度の状態において、累積切断面積が４５００ｃｍ２に達するまでの連続切
断は可能であったが、切断時の切り曲がりが最大、平均の両値で１ｍｍ以上であった。さ
らに、比較例である試験片Ｎｏ．４は、上記一次炭化物の面積率が７面積％以上にも及ん
だ。そして、切断時には、その初期において、切断抵抗の上昇によって切断機のモーター
に過大な負荷が掛かり、累計切断面積が４８０ｃｍ２に達した時点で切断機が停止し、事
実上、切断が不可能であった。
【００４２】
　図２は、各試験片の切断に用いた鋸刃について、その切断試験終了後の逃げ面の１つを
デジタルマイクロスコープで観察した写真である（但し、試験片Ｎｏ．４については、上
記切断機が停止した時点での鋸刃の逃げ面である）。図２には、ならし運転後の鋸刃の逃
げ面も示しておく。試験片Ｎｏ．１、２を切断した後の鋸刃の逃げ面は、試験片Ｎｏ．３
のそれと比較して、摩耗が少なかった。そして、試験片Ｎｏ．４を切断した後の鋸刃の逃
げ面は、切断試験が中断した時点で、既に著しい摩耗が生じていた。また、鋸刃の一部は
欠けて、滅失していた。
【実施例２】
【００４３】
　表３の成分組成（つまり、表１の鋼塊Ｎｏ．３の成分組成）を有した鋼塊Ｎｏ．５を作
製した。
【００４４】
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【表３】

【００４５】
　次に、鋼塊Ｎｏ．５に鍛造比が１０程度の熱間鍛造を行って、鋼片を得た。そして、鋼
片を冷却後、８６０℃で焼鈍した。そして、焼鈍後の鋼片から、切断性を評価するための
試験片（つまり、切断前の鋼素材）Ｎｏ．５－Ａ、５－Ｂを作製した。試験片の寸法は、
長さ２５０ｍｍ（上記鍛造による展伸方向である）、幅３００ｍｍ、厚さ１５０ｍｍとし
た。次に、試験片Ｎｏ．５－Ａには１１７０℃で１０時間保持する固溶化熱処理を、試験
片Ｎｏ．５－Ｂには１１７０℃で５時間保持する固溶化熱処理を、それぞれ実施した。そ
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して、固溶化熱処理後の試験片において、その表面のうちの２５０ｍｍ×３００ｍｍの２
面を除いた４面を研削して、前記４面の酸化膜を除去した。そして、前記研削後に、１０
３０℃からの空冷による焼入れ処理と、５００～５４０℃で２回の焼戻し処理を実施して
、６０ＨＲＣの狙い硬度に調整した。
【００４６】
　前記硬度に調整した試験片Ｎｏ．５－Ａ、５－Ｂの組織中に分布する一次炭化物を評価
した。組織観察の要領は、前記実施例１と同じである。図３は、試験片Ｎｏ．５－Ａ、５
－Ｂのそれぞれの断面を撮影した組織写真の一例である（一次炭化物は、白色の分布で示
されている）。そして、この組織写真を画像処理することで、断面組織中に観察される円
相当径が５μｍ以上の一次炭化物を抽出し、該断面組織中に占める一次炭化物の面積率を
２０視野分の平均値として求めた。
【００４７】
　そして、一次炭化物の分布状況を測定した後の試験片に対して、鋸刃による切断試験を
実施して、その切断性を評価した。切断試験の条件および切断性の評価要領は、前記実施
例１のものに準じた。所定の累積切断面積に達したときの切り曲がりの測定結果を、上記
試験片の硬度および一次炭化物の面積率と共に、表４に示す。
【００４８】
【表４】

【００４９】
　本発明例である試験片Ｎｏ．５－Ａ、５－Ｂは、共に、その焼入れ焼戻し後の組織中に
おいて円相当径が５μｍ以上の一次炭化物が２面積％以下であった。そして、５８ＨＲＣ
以上の高硬度の状態において、切断時の切り曲がりが平均値で１ｍｍ未満に抑えられてお
り、最大値でも１ｍｍ程度に抑えられており、かつ、累積切断面積も３６００ｃｍ２以上
を達成して、良好な切断性を示した。なお、試験片Ｎｏ．５－Ｂは、前記５μｍ以上の一
次炭化物の面積率が高めであったことから、切断抵抗の上昇を考慮して、累計切断面積が
３６００ｃｍ２に達した時点で切断試験を終了した。そして、それまでの切断時における
切り曲がりは、最大値でも０．２５ｍｍに留まっていた。ここで、実施例１で行った比較
例である試験片Ｎｏ．３の切断結果は、その累積切断面積が３６００ｃｍ２に達したとき
の切り曲がりが平均値で１．０６ｍｍ、最大値で１．５７ｍｍであった。このことと比較
して、試験片Ｎｏ．５－Ｂであっても、良好な切断性を有していることを確認できた。
【００５０】
　図４は、試験片Ｎｏ．５－Ａ、５－Ｂの切断に用いた鋸刃について、その切断試験終了
後の逃げ面の１つをデジタルマイクロスコープで観察した写真である。図４には、ならし
運転後の鋸刃の逃げ面も示しておく。試験片Ｎｏ．５－Ａ、５－Ｂを切断した後の鋸刃の
逃げ面は、摩耗が少なかった。そして、４５００ｃｍ２の同じ累積切断面積に達するまで
切断したときの前記逃げ面の間で比較すると、試験片Ｎｏ．５－Ａを切断した後の鋸刃の
逃げ面は、実施例１における試験片Ｎｏ．１、２（本発明例）の前記逃げ面より、摩耗が
多めであった。しかし、試験片Ｎｏ．３（比較例）の前記逃げ面と比較すると、摩耗は少
なかった。
【００５１】
　図５は、実施例１、２で各試験片を切断した後の上記鋸刃について、その逃げ面１つあ
たりに生じた平均の摩耗面積を示したグラフ図である。なお、図５では、試験片Ｎｏ．１
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、２、３、４、５－Ａ、５－Ｂのそれぞれを切断した鋸刃の逃げ面に対して、逃げ面１、
２、３、４、５－Ａ、５－Ｂと表記している。鋸刃の逃げ面の摩耗面積は、切断した試験
片組織中の上記一次炭化物量の減少に従って、少なくなる傾向であった。以上の結果より
、切断後の鋼素材に生じた切り曲がりや、鋸刃の損耗の程度は、切断した鋼素材中の粗大
な一次炭化物の面積率と相関があることが認められた。

【図１】 【図２】
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【図５】
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